
１　予算案の概要
                   
    今回の補正は、新型コロナウイルス感染症対策に係るもの、原油価格・物価高騰等
　総合緊急対策に係るもの、宮崎再生基金積立金その他必要とする経費について、措置
　するものです。

    補正額は、

２２５億７，００５万１千円

  です。

                                                  

  　今回の補正予算による一般会計の歳入財源は、

１４９億８，３６６万９千円

　２３億８，５５６万１千円

　５１億９，９７７万１千円

　　　　　　１０５万円

　です。

　　なお、今回の補正予算の主な内容は、次のとおりです。

繰 越 金

諸 収 入

    この結果、一般会計の予算の規模は、６，８０３億４，０１６万７千円となります。

繰 入 金
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（単位：千円）

総 務 費 37,410,007 5,705,545 43,115,552

民 生 費 96,761,246 44,000 96,805,246

衛 生 費 53,366,737 16,113,377 69,480,114

農 林 水 産 業 費 57,998,412 329,707 58,328,119

商 工 費 51,785,838 334,000 52,119,838

教 育 費 118,132,808 43,422 118,176,230

一 般 会 計 合 計 657,770,116 22,570,051 680,340,167

一　般　会　計　歳　出　一　覧

款 別 補正前の額 今回補正額 計
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○　主な事業（新型コロナウイルス感染症対策）

・ コロナ禍における子どもの貧困緊急実態調査事業（福祉保健課）

・ 自宅療養者に対する健康観察体制確保事業（感染症対策課）

）

・ 新型コロナウイルス検査促進事業（感染症対策課）

）

・ インバウンド緊急誘客促進事業（観光推進課）

・ スポーツキャンプ誘致・誘客緊急支援事業（観光推進課スポーツランド推進室）

○　主な事業（原油価格・物価高騰等総合緊急対策）

・ 国内航空路線安定維持緊急支援事業（総合交通課）

・ 生活衛生営業者燃油高騰対策支援事業（衛生管理課）

・ 県民生活エネルギー価格高騰対策・脱炭素化支援事業（環境森林課）

　住宅への太陽光発電設備や蓄電池、省エネ設備を導入する個人に対して、導入費用
を補助するための経費

3,326,153千円

（補正後：4,369,013千円

　感染拡大傾向時に感染不安を抱える方などが、無料でＰＣＲ等検査を受けることが
できる体制を確保するための経費

55,000千円

　インバウンド受入再開を受け、海外旅行会社等と連携した本県観光のキャンペーン
等を実施するための経費

87,000千円

　日本代表クラスのスポーツキャンプ等を誘致するとともに、コロナ禍で大きく落ち
込んだ観光客の誘客等の取組を強化するための経費

　自宅療養者への健康観察や食料支援を、地域の医師や訪問看護ステーション、民間
企業への委託により実施するための経費

（補正後：9,040,555千円

5,400千円

　コロナ禍における子どもやその保護者を対象とした子どもの貧困に関する調査を実
施するための経費

6,845,463千円

58,839千円

　宮崎空港ビルが航空会社に対して行う施設使用料減免相当額を補助するための経費

24,166千円

　一般公衆浴場及びクリーニング所に対して、燃料費高騰分を補助するための経費

60,350千円

新

新

新

新

新

新
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○　主な事業（原油価格・物価高騰等総合緊急対策）のつづき

・ みやざき商店街等にぎわい回復応援事業（商工政策課）

・ 肥料価格高騰対策支援事業（農業普及技術課）

○　主な事業（その他）

・ 宮崎再生基金積立金（総合政策課）

・ こども家庭センター設置促進事業（こども家庭課）

○　主な債務負担行為

・ 宮崎県東京ビル再整備事業（財産総合管理課）

18,709千円

　市町村に対して、母子保健分野と児童福祉分野双方の機能を有する「こども家庭セ
ンター」の整備・改修費や運営に必要な費用等を補助するための経費

3,000,000千円

　原油・物価高騰や新型コロナ再拡大からの県民生活及び経済活動の本格的な回復と
更なる活性化に向けた施策の安定的かつ機動的な展開に必要な基金を設置するための
経費

39,000千円

　原油価格・物価高騰の影響を受ける商店街等に対して、イベント事業等に要する経
費を補助するための経費

287,005千円

　国の肥料価格高騰対策事業に係る農業者負担分に対し、県が上乗せ補助するための
経費

　宮崎県東京ビルの再整備について、債務負担を設定

（限度額）2,093,300千円

新

新

新

新
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２ 特別議案の概要

【条例１１件】

○ 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例（財政課）

宮崎県屋外型トレーニングセンターの設置に伴い、関係する使用料の新設を行うほか、建築

基準法の改正に伴い、関係規定の改正を行うものである。

○ 教育関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例（教職員課）

教育職員免許法の改正に伴い、教育職員免許状更新等手数料の廃止等を行うものである。

○ 宮崎再生基金条例（総合政策課）

長引くコロナ禍や原油価格・物価高騰からの県民生活及び経済活動の本格的な回復と更

なる活性化に向けた施策を安定的かつ機動的に展開することを目的として、地方自治法第

２４１条の規定に基づき、基金を創設する条例を制定するものである。

○ 宮崎県国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会開催基金条例の一部を改正する条例

（財政課）

国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会の令和９年の本県開催が内定したことに伴

い、基金の設置期間の終期の延長を行うものである。

○ 公の施設に関する条例の一部を改正する条例（人事課行政改革推進室）

宮崎県屋外型トレーニングセンターを公の施設として設置し、同施設に指定管理者制度

を導入することに伴い、施設の利用料金を設定するため、関係規定の改正を行うものであ

る。
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○ 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（人事課）

地方公務員の育児休業等に関する法律の改正等に伴い、育児休業の取得回数制限緩和等

の導入のために必要となる規定を整備するなど、関係規定の改正を行うものである。

○ 宮崎県議会議員及び宮崎県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部

を改正する条例（市町村課）

公職選挙法施行令の改正に伴い、宮崎県議会議員及び宮崎県知事の選挙における公費負

担の限度額の改定を行うものである。

○ 宮崎県議会議員の選挙における選挙公報の発行に関する条例の一部を改正する条例

（市町村課）

公職選挙法の改正により、選挙公報の掲載文を電磁的記録媒体で申請できることとなっ

たことに伴い、関係規定の改正を行うものである。

○ 宮崎県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例の一部を改正する条例（環境管理課）

浄化槽管理士免状を交付されて間もない浄化槽管理士について研修受講義務を免除する

ため、関係規定の改正を行うものである。

○ 宮崎県屋外広告物条例の一部を改正する条例（都市計画課美しい宮崎づくり推進室）

広告料収入の活用による公益上必要な施設又は物件の設置又は維持管理を促進するた

め、禁止地域等及び規制地域等に設置できる広告物等に関する規定の改正を行うものであ

る。

○ 建築基準法施行条例の一部を改正する条例（建築住宅課）

建築基準法の改正に伴い、関係規定の改正を行うものである。
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【条例以外１０件】

○ 工事請負契約の変更について（道路保全課）

防災・安全社会資本整備交付金事業国道２１８号干支大橋耐震補強工事その１（延岡市）

の請負契約の変更について、議会の議決に付すべき契約に関する条例第２条の規定により、

議会の議決に付するものである。

（変 更 前） （変 更 後）

契約金額 ８０７，６３７，１０３円 ８９２，６８３，６７７円

○ 工事請負契約の変更について（道路建設課）

防災・安全社会資本整備交付金事業国道３２７号（仮称）佐土の谷３号橋上部工工事（椎

葉村）の請負契約の変更について、議会の議決に付すべき契約に関する条例第２条の規定

により、議会の議決に付するものである。

（変 更 前） （変 更 後）

契約金額 ５２９，８５９，２３２円 ５４４，３９８，０２３円

○ 宮崎県総合計画の変更について（総合政策課）

宮崎県総合計画の変更について、宮崎県行政に係る基本的な計画の議決等に関する条例

第３条の規定により、議会の議決に付するものである。

○ 人事委員会委員の選任の同意について（１件）（人事課）

人事委員会委員について、別紙の者を選任するにあたり、地方公務員法第９条の２第２

項の規定により、議会の同意を求めるものである。

○ 土地利用審査会委員の任命の同意について（６件）（人事課）

土地利用審査会委員について、別紙の者を任命するにあたり、国土利用計画法第３９条

第４項の規定により、議会の同意を求めるものである。
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【報告５件】

○ 損害賠償額を定めたことについて

地方自治法第１８０条第２項の規定による損害賠償額を定めたことについての報告

４件 ７９５，５５９円

○ 県が出資している法人等の経営状況について

地方自治法第２４３条の３第２項の規定による経営状況の報告

宮崎県道路公社等 １３件

宮崎県の出資法人等への関与事項を定める条例第４条第３項の規定による経営評価の報告

公益財団法人宮崎県私学振興会等 ２２件

○ 宮崎県中山間地域振興計画に基づいて行った主な施策（令和３年度）について

宮崎県中山間地域振興条例第７条第２項の規定による、宮崎県中山間地域振興計画に

基づいて実施した主な施策についての報告

○ 公立大学法人宮崎県立看護大学の令和３年度の業務実績に関する評価結果について

地方独立行政法人法第７８条の２第６項の規定による、宮崎県地方独立行政法人評価委

員会が行った公立大学法人宮崎県立看護大学の業務実績に関する評価結果の報告

○ 家庭教育を支援するための施策の実績（令和３年度）について

宮崎県家庭教育支援条例第１８条の規定による、家庭教育を支援するための施策の実績

についての報告
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９月県議会定例会に提案予定の特別議案の内容

区 分 現 委 員 提 案 予 定 の 人 備考

氏 名 山口 ひろみ(やまぐち ひろみ) (51) 山口 ひろみ(やまぐち ひろみ) (51)

人事委員会

役職名 社会保険労務士 社会保険労務士 任期満了

委 員

任 期 平30.10.８～令４.10.７ (1) 令４.10.８～令８.10.７ (2)

氏 名 町元 真也（まちもと しんや） (49) 町元 真也（まちもと しんや） (49)

役職名 弁護士 弁護士 任期満了

任 期 令元.10.25～令 4.10.24 (2) 令４.10.25～令７.10.24 (3)

氏 名 上村 芳朗（かみむら よしろう） (67) 上村 芳朗（かみむら よしろう） (67)

役職名 不動産鑑定士 不動産鑑定士 任期満了

任 期 令元.10.25～令 4.10.24 (1) 令４.10.25～令７.10.24 (2)

氏 名 細山田 三保子（ほそやまだ みほこ） 細山田 三保子（ほそやまだ みほこ）

(64) (64)

任期満了

役職名 環境保全アドバイザー 環境保全アドバイザー

任 期 令元.10.25～令 4.10.24 (1) 令４.10.25～令７.10.24 (2)

土 地 利 用

氏 名 熊野 稔（くまの みのる） (63) 熊野 稔（くまの みのる） (63)

審査会委員

役職名 宮崎大学教授 宮崎大学教授 任期満了

任 期 令元.10.25～令 4.10.24 (2) 令４.10.25～令７.10.24 (3)

氏 名 田中 さみ子（たなか さみこ） (70) 田中 さみ子（たなか さみこ） (70)

役職名 JA宮崎県女性組織協議会理事 JA宮崎県女性組織協議会元理事 任期満了

任 期 令元.10.25～令 4.10.24 (2) 令４.10.25～令７.10.24 (3)

氏 名 小田 ちはる (おだ ちはる) (55) 永田 菜穂子 (ながた なほこ) (62)

役職名 宮崎県林業研究グループ連絡 宮崎県林業研究グループ連絡 任期満了

協議会副会長 協議会副会長

任 期 令元.10.25～令 4.10.24 (3) 令４.10.25～令７.10.24 (1)

（注）年齢は令和４年９月２日現在。「任期」の（ ）内の数字は任期数。

（別紙）


